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株主の皆様へ

はじめに、新型コロナウイルス感染症に罹患された方々と

ご家族の皆様に対し、心よりお見舞い申しあげますとともに、

一日も早い回復をお祈り申しあげます。

平素は弊社事業に格別のご理解とご支援を賜り厚く御礼申し

あげます。

さて、第92期の第２四半期決算（2022年４月１日から2022年

９月30日まで）を行いましたので、ここにその事業の概況に

ついてご報告申しあげます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜り

ますようお願い申しあげます。

2022 年 12 月

代表取締役社長

銭　高　久　善



営　業　の　概　況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の感染

状況は落ち着きつつあるものの、ロシア・ウクライナ情勢の影響によるエネルギー・

原材料価格の高騰や、諸外国の政策金利の引き上げも相次ぐ等、予断を許さない状況

にあります。わが国経済は、長期化した新型コロナウイルス感染症の影響が一進一退

するなかで、更なる円安等により、先行き不透明な状況にあります。

　建設市場においては、公共投資は堅調に推移し、民間設備投資は持ち直しの傾向が

みられるものの、業種によって弱い動きがみられます。また、資材価格の高騰や人手

不足の顕在化により、厳しい経営環境下にあります。

　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりま 

した。

　売上高につきましては、建設事業49,071百万円に不動産事業1,157百万円を加えた

50,228百万円（前年同四半期比12.3％増）となりました。利益面につきましては、営

業利益は1,023百万円（前年同四半期比11.4％減）、経常利益は2,262百万円（前年同

四半期比30.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,709百万円（前年同四

半期比52.0％増）となりました。

資産、負債および純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末比3,920百万

円減（2.5％減）の151,177百万円となりました。その内訳としましては、流動資産

は、前連結会計年度末比4,968百万円減（5.4％減）の87,368百万円、固定資産は、前

連結会計年度末比1,047百万円増（1.7％増）の63,808百万円となりました。

　負債の部は、前連結会計年度末比6,310百万円減（7.8％減）の74,484百万円となり

ました。その内訳としましては、流動負債は、前連結会計年度末比6,830百万円減

（11.0％減）の55,498百万円、固定負債は、前連結会計年度末比520百万円増（2.8％

増）の18,986百万円となりました。

　純資産の部は、前連結会計年度末比2,389百万円増（3.2％増）の76,692百万円とな

りました。
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キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年

度末比2,759百万円減の30,939百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、3,787

百万円の支出超過、投資活動によるキャッシュ・フローは、897百万円の収入超過、

財務活動によるキャッシュ・フローは、632百万円の支出超過となりました。
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前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年９月30日）

資産の部

流動資産

現金預金 33,699 30,939

受取手形・完成工事未収入金等 49,516 52,351

未成工事支出金 666 505

販売用不動産 12 8

その他 8,442 3,564

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 92,337 87,368

固定資産

有形固定資産

土地 12,437 12,242

その他（純額） 4,691 4,502

有形固定資産合計 17,128 16,744

無形固定資産 421 376

投資その他の資産

投資有価証券 44,592 46,059

その他 1,521 1,505

貸倒引当金 △901 △877

投資その他の資産合計 45,211 46,688

固定資産合計 62,761 63,808

資産合計 155,098 151,177

四半期連結財務諸表

四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）
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前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年９月30日）

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 26,295 19,248

電子記録債務 12,383 11,741

短期借入金 8,050 8,050

１年内返済予定の長期借入金 100 100

未払法人税等 304 1,013

未成工事受入金 8,530 8,645

完成工事補償引当金 173 200

賞与引当金 639 642

工事損失引当金 4,198 4,070

その他 1,653 1,785

流動負債合計 62,328 55,498

固定負債

長期借入金 5,500 5,450

繰延税金負債 7,581 8,170

役員退職慰労引当金 273 279

退職給付に係る負債 2,758 2,827

その他 2,352 2,259

固定負債合計 18,466 18,986

負債合計 80,795 74,484

純資産の部

株主資本

資本金 3,695 3,695

資本剰余金 522 522

利益剰余金 50,590 51,726

自己株式 △516 △517

株主資本合計 54,291 55,427

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 20,007 21,029

為替換算調整勘定 4 235

その他の包括利益累計額合計 20,011 21,265

純資産合計 74,303 76,692

負債純資産合計 155,098 151,177

（単位：百万円）
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（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

前第２四半期連結累計期間

　
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）
当第２四半期連結累計期間

　
売上高

完成工事高 43,328 49,071

不動産事業等売上高 1,401 1,157

売上高合計 44,729 50,228

売上原価

完成工事原価 40,177 45,925

不動産事業等売上原価 422 378

売上原価合計 40,600 46,303

売上総利益

完成工事総利益 3,150 3,145

不動産事業等総利益 978 778

売上総利益合計 4,129 3,924

販売費及び一般管理費 2,973 2,901

営業利益 1,155 1,023

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 535 661

為替差益 31 559

その他 67 73

営業外収益合計 636 1,295

営業外費用

支払利息 50 47

その他 9 9

営業外費用合計 60 56

経常利益 1,731 2,262

特別利益

固定資産売却益 － 720

その他 － 23

特別利益合計 － 743

特別損失

固定資産除却損 － 37

特別損失合計 － 37

税金等調整前四半期純利益 1,731 2,968

法人税、住民税及び事業税 528 1,104

法人税等調整額 78 154

法人税等合計 607 1,259

四半期純利益 1,124 1,709

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,124 1,709

四半期連結損益計算書
（単位：百万円）
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（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

前第２四半期連結累計期間

　
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）
当第２四半期連結累計期間

　
四半期純利益 1,124 1,709

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △458 1,022

為替換算調整勘定 75 231

その他の包括利益合計 △382 1,253

四半期包括利益 741 2,963

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 741 2,963

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

四半期連結包括利益計算書
（単位：百万円）
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（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

前第２四半期連結累計期間

　
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）
当第２四半期連結累計期間

　
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,731 2,968

減価償却費 203 235

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △24

工事損失引当金の増減額（△は減少） △263 △127

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 10 68

受取利息及び受取配当金 △537 △663

支払利息 50 47

有形固定資産売却損益（△は益） － △720

売上債権の増減額（△は増加） △1,037 △2,834

未成工事支出金の増減額（△は増加） 174 161

販売用不動産の増減額（△は増加） 61 4

仕入債務の増減額（△は減少） △2,721 △7,688

未成工事受入金の増減額（△は減少） 289 △75

その他 △1,816 4,698

小計 △3,856 △3,951

利息及び配当金の受取額 531 663

利息の支払額 △49 △47

法人税等の支払額 △1,242 △459

法人税等の還付額 1 7

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,614 △3,787

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △475 △5

有形固定資産の売却による収入 － 1,000

無形固定資産の取得による支出 △118 －

投資有価証券の取得による支出 △11 △11

その他 △23 △84

投資活動によるキャッシュ・フロー △628 897

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △100 △50

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △714 △568

その他 △14 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △829 △632

現金及び現金同等物に係る換算差額 104 762

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,968 △2,759

現金及び現金同等物の期首残高 48,818 33,699

現金及び現金同等物の四半期末残高 42,850 30,939

四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）
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連結注記表

１．当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　該当事項はありません。

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

３．会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６

月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首

から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、　

時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといた

しました。これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

４．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

６．記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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受　　注　　高

百万円 ％

2023年３月期第２四半期 42,276 1.2

2022年３月期第２四半期 41,787 5.1

区　　　分

2022年３月期
第２四半期

2023年３月期
第２四半期

比較増減

金額
(百万円)

構成比
（％）

金額
(百万円)

構成比
（％）

金額
(百万円)

増減率
（％）

建
　
　
設
　
　
事
　
　
業

建築

官公庁 5,220 17.9

69.8

617 1.7

86.8

△4,603 △88.2

民間 23,925 82.1 36,085 98.3 12,159 50.8

計 29,146 100.0 36,702 100.0 7,555 25.9

土木

官公庁 7,620 60.3

30.2

1,814 32.6

13.2

△5,805 △76.2

民間 5,019 39.7 3,759 67.4 △1,260 △25.1

計 12,640 100.0 5,574 100.0 △7,066 △55.9

合計

官公庁 12,841 30.7

100.0

2,431 5.8

100.0

△10,409 △81.1

民間 28,945 69.3 39,845 94.2 10,899 37.7

計 41,787 100.0 42,276 100.0 489 1.2

 

「参考資料」

四半期個別受注の概況

個別受注実績

（注）①受注高は、当該四半期までの累計額

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率

以　上

ご　　　注　　　意

中間配当制度を採用しておりませんので中間配当金はございません。念のため申し添えます。
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創 業 1705年（寶永２年）９月18日
創 立 1887年（明治20年）２月１日
資 本 金 3,695,790,772円
営 業 種 目 1．建設工事の請負、企画、設計および監理

2．建設に関する開発事業ならびにこれに関する調査、企画、設計
   および監理
3．不動産取引業
4．建設材料の加工および販売
5．前各号に附帯する事業ならびにこれに関連する一切の業務

主要事業所
本 社 〒102-8678 東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地

☎（03）3265－4611
本 店 〒550-0005 大阪市西区西本町２丁目２番４号

☎（06）6531－6431
大 阪 支 社 〒550-0005 大阪市西区西本町２丁目２番４号

☎（06）6531－6431
東 京 支 社 〒102-8678 東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地

☎（03）3265－4611
北海道支店 〒060-0042 札幌市中央区大通西12丁目４番地

☎（011）206－7442
東 北 支 店 〒980-0811 仙台市青葉区一番町４丁目７番17号

☎（022）261－3431
北関東支店 〒330-0061 さいたま市浦和区常盤１丁目２番21号

☎（048）822－5108
千 葉 支 店 〒260-0834 千葉市中央区今井１丁目12番８号

☎（043）263－8181
横 浜 支 店 〒231-0027 横浜市中区扇町３丁目８番８号

☎（045）201－9171
北 陸 支 店 〒951-8052 新潟市中央区下大川前通三ノ町2170番地

☎（025）224－2171
名古屋支店 〒460-0002 名古屋市中区丸の内１丁目14番13号

☎（052）231－7631
神 戸 支 店 〒650-0012 神戸市中央区北長狭通４丁目９番26号

☎（078）391－5571
広 島 支 店 〒732-0828 広 島 市 南 区 京 橋 町 １ 番 2 3 号

☎（082）568－5261
四 国 支 店 〒760-0027 高 松 市 紺 屋 町 ５ 番 ５ 号

☎（087）821－5401
九 州 支 店 〒812-0025 福 岡 市 博 多 区 店 屋 町 ２ 番 1 6 号

☎（092）291－3939
国 際 支 店 〒102-8678 東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地

☎（03）5210－2349
海 外 事 業 所 マニラ、ミャンマー、ハノイ、ホーチミン

技術研究所 〒102-8678 東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地
☎（03）5210－2440

技術研究所(青梅) 〒198-0024 青 梅 市 新 町 ９ 丁 目 2 2 2 2 番 地
☎（0428）31－6858

ホームページアドレス　https://www.zenitaka.co.jp/

会 社 の 概 要
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事 業 年 度

４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会

６月下旬

配当金受領株主確定日

３月31日

単 元 株 式 数

100株

公 告 の 方 法

電子公告とする。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告ができない

場合は、日本経済新聞に掲載する。

※公告掲載の当社ホームページアドレス

https://www.zenitaka.co.jp/

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

☎０１２０－０９４－７７７（通話料無料）

株 主 メ モ

（ご注意）

１．株主様の住所変更、買取請求、配当金の振込指定、その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を

開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券

会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんので　

ご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関

となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。　

なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。
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